
令和3・4年度庁舎等維持管理業務、産業廃棄物処理業務及び浄水施設等運転監視業務及びその他委託業務に係る入札参加申請書の提出要領書
佐賀西部広域水道企業団が発注する下記業務に係る競争入札（「建設工事」、「測量・建設コンサルタント等」及び「物品の製造、修理、購入又は賃貸借」を除く。）に参加を希望される方は、下記事項を確認して、申請書を提出してください。

なお、下記申請業務のうち、複数の業務について参加を希望される方は、希望する業務ごとにＡ4版ファイルを別葉とし申請書を提出してください。
記

１　申請業務

	業 　　務
	業　　　務　　　内　　　容
	申請にあたり必要な資格等

	庁舎等維持管理業務

	
	警備業務
	・庁舎の機械警備
	・警備業法第４条の規定による公安委員会の認定（県外業者の方は警備業法第５条の規定による佐賀県公安委員会への

届出書も必要です。）

	
	清掃業務
	・庁舎の日常、定期清掃
	・建築物環境衛生管理技術者

	
	消防用設備等点検整備業務
	・消防用設備の点検及び整備
	・消防設備士

・電気主任技術者
（又は電気工事士）

	
	昇降機の運転・監視
及び点検整備業務
	・昇降機の状態監視
・日常的な点検、保守等
	・昇降機検査資格者

	産業廃棄物処理業務
	・産業廃棄物の収集・運搬及び処分業務
	・廃棄物の処理及び清掃に関する

法律第14条の規定による許可

	浄水施設等運転監視業務
	・浄水施設等の運転監視業務
	

	その他の委託業務
	・上記以外の業務
	


２　受付期間　　　　
令和2年12月1日（火）から令和3年1月29日（金）まで
（ただし、土・日・祝祭日は除く）

なお、上記期間以外にも随時受付を行いますが、申請の時期によっては、希望する入札等に間に合わないことや有効期間が短くなる場合があります。
３　提出方法及び提出先　　　

原則郵送（令和3年1月29日消印有効）
※新型コロナウイルス感染防止のため、郵送での申請にご協力ください。
〒849-0201

佐賀市久保田町大字徳万1869番地

佐賀西部広域水道企業団　総務課　総務係
※　郵送の場合は、必ず封筒に「入札参加申請書在中」と朱書きしてください。
４　提出書類及び記入要領
別紙のとおり
５　入札参加申請書を提出することができない者
次の各号に該当する場合は、申請書を提出できません。

（１） 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者

（２） 企業長から入札参加資格を取り消された者で、その取り消しの日から２年を経過しない者
（３） 当該契約の履行に関し、官公署の許可、認可等（以下「許可等」という。）を要する場合において、許可等を得ていない者
（４） 申請書を提出する日現在において、営業を開始した日から２年を経過しない者又は営業を停止し、若しくは休止した者で営業を再開した日から２年を経過しない者

（５） 暴力団員が実質的に経営に関与している等、企業長が特に不適当と認める者
６　有効期間　　　　
令和3年4月1日から令和5年3月31日まで

Ⅰ　提出書類　　

以下の書類を番号順にＡ4版ファイル（緑色）（押え板は金属製でないもの）に綴り、ファイルの表紙及び背表紙に「令和3・4年度入札参加申請書（申請業務名）」と「申請者名」を記入してください。
なお、下表の○印のついているものは必須、△印のついているものは該当する場合のみ提出してください。
	番号
	書類等の名称
	法人
	個人
	備　　　　　考

	―
	入札参加申請書
チェック一覧表
	○
	○
	

	１
	入札参加申請書
（様式第1号）
	○
	○
	

	２
	営業概要書
（様式第2号）
	○
	○
	

	３
	営業経歴書
（様式第3号）
	○
	○
	

	４
	誓約書
（様式第4号）
	○
	○
	

	５
	使用印鑑届
（様式第5号）
	○
	○
	

	６
	印鑑証明書
	○
	○
	

	７
	委任状
（様式第6号）
	△
	
	支社等に入札等の権限を委任する場合のみ

提出してください。

	８
	登記事項証明書身分証明書
	○
	○
	

	９
	貸借対照表及び
損益計算書
	○
	○
	

	10
	納税証明書
	○
	○
	

	11
	許可証
認可証
	△
	△
	営業に関し、許可等を必要とする業種については、提出してください。

	12
	営業種目（別紙2）
	△
	△
	消防用設備等点検整備業務を申請する場合に提出してください。

	13
	財務諸表について
(別紙3-1)及び
貸借対照表(別紙3-2)
	○
	○
	

	14
	資格者名簿
（別紙4-1～4-3）
	△
	△
	清掃業務、消防用設備等点検整備業務並びに昇降機の運転・監視及び点検整備業務を申請する場合に提出してください。

	15
	返信用封筒
（受付確認票送付用）
	△
	△
	郵送する場合のみ提出してください。


Ⅱ　提出書類の記入要領
1．入札参加申請書（様式第1号）

（１） 申請する業務に○印を付してください。
（２） 支社、支店、営業所又は出張所（以下「支社等」という。）に入札等の権限を委任する場合であっても、本社又は本店名（以下「本社等」という。）で申請してください。
なお、印鑑は実印を使用してください。
2．営業概要書（様式第2号）

営業概要書(様式第2号)記載要領を参照してください。
3．営業経歴書（様式第3号）
（１） 申請業務に係る営業実績を記載し、営業概要書（様式第２号）の営業実績の年間実績と符合させてください。
（２） 申請日直前の会計期間２年間分について、１年ごとに記載してください。
（３） 受注した申請業務の契約先を国、県、市町村及び民間会社等に区分し、県内の主なものを各々５件程度記載してください。あとは一括して記載しても差し支えありません。
（４） 下記業務における業務形態の欄は、次により記載してください。
（４） なお、下記以外の業務については、業務形態の欄は記入不要です。
・ 警　備　業　務
常駐・巡回・機械等による区分
・ 清　掃　業　務
日常・定期による区分
・ 消防用設備等点検整備業務
点検・整備・点検整備等の区分
・ 産業廃棄物処理業務
（産廃）収集・運搬、（産廃）処分、（産廃）収集・運搬及び処分

（特管）収集・運搬、（特管）処分、（特管）収集・運搬及び処分

による区分

（５） 摘要の欄には、下請けによる場合は「受託」、下請けを行わせた場合は「委託」と記載してください。

4．誓約書（様式第4号）

企業団では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。
なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合があります。
5．使用印鑑届（様式第5号）    

（１） 入札等に実際使用する印鑑（代表者印）を押印してください。
（２） 支社等に入札等の権限を委任する場合は、委任状の受任者印と使用印は同一印となります。 

（３） 法人で丸印に会社名・代表者（受任者）名が含まれる場合は丸印のみを押印してください。

（４） 会社名のみが記載された印鑑（角印）を使用印とすることはできません。
6．印鑑証明書    

（１） 入札参加申請書（様式第1号）及び使用印鑑届（様式第5号）に押印した実印の印鑑証明書を提出してください。 

（２） 申請日前３か月以内に発行されたものを提出してください。
（３） 本証明書については、コピーしたものを提出しても可とします。
7．委任状（様式第6号）    

（１） 入札参加資格の有効期間を通して、入札・見積、契約締結、代金の請求・受領等の権限を、本社等代表者（社長等）から代理人（支社等長）に委任する場合は、委任状を提出してください。 

（２） 受任者の印は、使用印鑑届（様式第5号）の代表者印（使用印）欄に押印した印と一致します。 

（３） 委任状は自社様式でも可とします。ただし、委任事項を(様式第6号)と照合する等、内容に留意してください。
8．登記事項証明書・身分証明書

（１） 法人は履歴事項全部証明書、個人は本籍のある市町村発行の身分証明書及び東京法務局発行の「登記されていないことの証明書（成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がない。）」を提出してください。 

（２） 申請日前３か月以内に発行されたものを提出してください。
（３） 本証明書については、コピーしたものを提出しても可とします。
9．貸借対照表及び損益計算書
直近２か年分の貸借対照表及び損益計算書を提出してください。
なお、個人の場合は納税申告書をコピーしたものを提出しても可とします。
10．納税証明書
（１） 国税、県税及び市区町村税それぞれの未納税額のない証明書（完納証明書）を提出してください。
（２） 支社等に委任する場合は、受任地の県税及び市区町村税の証明書も併せて提出してください。
（３） 消費税・地方消費税については、課税業者の方のみ提出してください。
なお、地方消費税の納入を免除されている方は、(別紙1)「免税事業者届出書」を提出してください。

（４） 県税について、全税目に関し未納がないことの証明書の発行を取り扱っていない場合は、法人事業税及び法人県（都道府）民税の納税証明書でこれに代えるものとします。
（５） 市区町村税について、全税目に関し未納がないことの証明書の発行を取り扱っていない場合は、法人市町村民税及び固定資産税の納税証明書でこれに代えるものとします。
（６） 申請日前３か月以内に発行されたものを提出してください。
（７） 本証明書については、コピーしたものを提出しても可とします。

	
	税種
	証明書発行所
	内容

	国税
	法人税又は
所得税及び
消費税
	管轄税務署
	納税証明書「その３の３」
（個人事業者は「その３の２」） 

	県税
	全税目
	都道府県税事務所
	県税（全税目）の未納がない証明書

	市区町村税
	全税目
	市区町村
	市区町村税（全税目）の未納がない証明書


11．許可証・認可証
（１） 営業に関し、許可等を必要とする業種については、官公署が発行する許可証等を提出してください。
（２） 警備業務にあっては、警備業法第４条の規定による公安委員会の認定証、また、県外業者の方は、警備業法第９条の規定による佐賀県公安委員会への届出書も提出してください。
（３） 産業廃棄物処理業務にあっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の規定による許可証を提出してください。

（４） 本許可証等については、コピーしたものを提出しても可とします。
12．営業種目（別紙2）
（１） 消防用設備等点検整備業務を申請する場合のみ提出してください。
（２） 消防法施行規則第33条の３の指定区分で受託を希望する点検整備業務について、受託希望欄に○印を付してください。
13．財務諸表について（別紙3-1）及び貸借対照表（別紙3-2）
法人は財務諸表について（別紙3-1）、個人は貸借対照表（別紙3-2）を作成し、営業概要書（様式第２号）の営業比率と符合させてください。また算定基礎となる決算書類も提出してください。
14．資格者名簿（別紙4-1～4-3）
（１） 申請業務に従事する全従業員の有資格者について申請日現在の状況を記載し、営業概要書（様式第２号）の全従業員の有資格者数の欄に転記してください。

・ 清掃業務用　… (別紙4－1)
・ 消防用設備等点検整備業務用　…(別紙4－2)及び(別紙4－3)
・ 昇降機の運転・監視及び点検整備業務用　…(別紙4－3)
（２） 資格を証する免状等をコピーしたものを提出してください。

※ 免状、写真等の有効期限を確認してください。

15．返信用封筒（受付確認票送付用）
（１） 郵送による申請の場合に、受付票を送付するために用いるものです。 

（２） 封筒には返信宛先を記載し、84円切手を貼付のうえ提出してください。
